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デザイン×デジタルで多様な課題を解決する協創アプローチF E A T U R E D  A R T I C L E S

生活者理解を通じた 
デジタルサービスの創生

原 有希｜Hara Yuuki

望月 智之｜Mochizuki Tomoyuki

2020年に始まったCOVID-19によるコロナ禍はこれまでにないタイプの危機を生み出し，社会や
人の変化を加速させた。人々が重要視する事柄や価値観が変わり，企業はこれまでのやり方で
は解決が難しい経営課題に直面するようになった。日立は，企業を取り巻くステークホルダーやそ
の先の生活者に着目し，理解を深めることが，これからのより良いビジネス・ソリューションの創生
を導くものと考える。
本稿では鉄道事業を例に，生活者の価値観理解とデジタルサービスの検討について述べる。

1.	はじめに

現代社会は，大きな転換期を迎えている。企業は環境
問題への対応を強く求められるようになり，経営環境は
ここ数年の間に大きく変化した。それに加え，2020年か
ら世界中に蔓延したCOVID-19は，社会の変化を一気に
加速させた。ロックダウンに伴う人の交流や物の流れ，
経済活動の制限は，世界的な景気の低迷を引き起こし，
高業績を維持していた企業にも深刻な打撃をもたらし
た1）。大恐慌以来の世界的な失業率や所得低下は，終わ
りの見えないCOVID-19に対する先行きの不安を生み，
日々の生活における消費や投資を縮小させ，そのあり方
も変化させた。一方で，日常的な移動も制限せざるを得
ず，人や物とのリアルな接触が減ったことは，ITから距

離を置いていた高齢者も含め，生活者におけるデジタル
サービスの利用を促進させた2）。このように，COVID-19
は東日本大震災や世界金融危機とも異なる新しいタイプ
の危機を生み出した。
さらに，コロナ禍の生活者における巣ごもり消費やデ
ジタルサービス利用の拡大により，企業はデジタルを活
用して消費者と新たな接点を形成し，ニューノーマルに
対応する形で自らを変革している。
こうした中で，企業は従来のビジネスの延長線上では
対応が難しい経営課題に直面するようになった。これか
らは企業のビジネスや業務そのものに着目するだけでは
なく，そこに影響をもたらすステークホルダーやエンド
ユーザーである生活者をよく理解することが，経営課題
の解決を支えるソリューションの創生を可能にするもの
と考える。本稿では，鉄道事業を例に，生活者の価値観
理解とデジタルサービスの検討について述べる。
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2.	�鉄道系デジタルサービスを取り巻く 
生活者理解のアプローチ

これまで日立では顧客の業務を対象として，現場観察
からリアルな業務実態，課題や潜在ニーズを抽出するエ
スノグラフィ調査を実践し，顧客の経営や事業に価値を
もたらすソリューションを導出してきた。電力プラント，
金融，医療，化学プラント，建設機械保守業務などの多
岐にわたるドメインの業務現場で，国内外で約200件の
エスノグラフィ調査実績がある。鉄道系では運行指令，
車両保守，駅係員業務などでエスノグラフィ調査を行っ
てきた3），4）。ところが近年，社会的な変化に伴い，業務
のあり方も変わろうとしている。そこで，顧客の業務だ
けではなく，その先の生活者に注目して理解をすること
で，顧客の経営や事業に寄与するサービスを創案できる
のではないかと考えた。
COVID-19の蔓延で，公共交通機関の利用を控えよう
とする人々が増えた。仕事や用事で混雑した電車やバス
を利用する人々からは，感染への強い不安が口々に聞か
れるようになった。公共交通事業者は，人々が少しでも
安心して動き回れるように対策を求められていた。鉄道
事業者にとって，混雑を緩和する施策を講じることが優
先事項になる中で，私たちは，公共交通機関を利用する
生活者の動き回り方を理解する先行調査に着手した。具
体的には，ある地方中核都市を対象に，COVID-19にま
つわる人々の動き回り方の実態とその背景にある価値観
を理解する目的で質的な調査を行った。日立のソリュー
ションを用いて駅係員が応対する乗客を対象とした
フィールド調査を実施したことは過去にもあるが，今回
は鉄道事業者の沿線生活者に範囲を広げて理解を試みた。
具体的には，まずエスノグラファーが現地を訪問し，
実際に歩きながら地理や交通の特徴を把握した。次に，
当該エリアの鉄道・バスの沿線生活者を対象にリモート
によるデプスインタビューを行い，日頃からどのような
動き回り方を志向しているのか，コロナ禍でどのように
変化したかを明らかにし，そこから動き回り方やその変
化にひも付く考え方や価値観を掘り下げた。その結果，
主に地方中核都市の鉄道・バスの沿線生活者の動き回り
方には，（1）臨機応変に交通手段を使い分け開拓，（2）
自己流の移動手段やパターンを確立固持，（3）環境的制
約の下，特定の移動手段に依存の三つのタイプが存在す
るとの仮説が見えてきた。生活者の動き回り方の背景に
は，地理的・経済的な制約のみならず，動き回り方にま

つわる価値観や意思決定ロジックに特徴的な違いがある
と考察された。例えば（1）のタイプは，日々の生活で
関心のあるものを積極的に探索しようとする志向性が強
く，多様な交通モダリティの選択肢の中で，「今日は天気
がとてもいいので電車ではなく行きはシェアサイクルで
途中まで移動しながら気候を楽しもう」，「コロナ禍で混
雑しているのでいつもの駅から電車に乗るのをやめて，
新しいお店の探索を兼ねて途中駅まで歩いてみよう」と
いうように，その時々の自身の関心に合わせた動き回り
方を積極的に選び取ることで，日々の生活を豊かにする
ことに価値を置く。一方，（2）のタイプは，日頃の生活
において，効率や費用対効果の観点で計画を整えようと
する志向性が強く，交通手段の選択においても「遅延が
読みにくいバスはできれば利用せず，雨天で電車が混ん
でいても少し我慢をして予定どおりの電車に乗りたい」
というように，自分が重要視する視点で事前に立てた計
画を崩さないように動き回ることに価値を置く。このよ
うに，コロナ禍での沿線生活者の動き回り方の違いは，
それぞれの価値観や志向性にひも付いていると考えられ
る。公共交通事業者が提供する交通網やその周辺の場に
対して，生活者がどのような視点で期待を抱き，意味付
けを行っているかを知ることで初めて，コロナ禍の混雑
緩和と動き回りの両立に有効なデジタルサービスの方向
性がリアリティをもって浮かび上がってくる。

3.	�コロナ禍での安心・快適な移動を 
サポートするデジタルサービスの検討

COVID-19による行動様式の変化が起こったニュー
ノーマル時代において，人々は移動を厳選するように
なっていった。リモートワークやオンライン授業の急激
な浸透により通勤・通学者が減少し，一時期は海外から
の入国も制限していたためインバウンドの需要も減少し
て，公共交通機関の利用者はCOVID-19の拡大以前と比
較して7～8割程度となっている。利用者の減少に伴い，
駅・沿線の商業施設の利用も減少するといった影響も発
生している。これまで10年・15年先と考えていた公共交
通機関利用者が減少する未来が，急に現実のものとなっ
た状況である。こうした中，人々の安心・快適な移動を
前提としつつ，移動の活性化およびそれに伴う街の経済
の活性化に向け，日立は西日本鉄道株式会社と共に検討
を進めてきた（図1参照）。コロナ禍では特に混雑が気に
なるという利用者が多いため，混雑の平準化を行うとと
もに，混雑していない時間帯での移動の創出を考えた。
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これを実現する手段として「ナッジ」に注目した。
「ナッジ」は「肘で軽く突く」という意味であり，人々
が強制的にではなく自発的に望ましい行動を選択するよ
う促す仕掛けや手法を示す用語である。ただ，一つひと
つのナッジでは行動変容の効果が小さい可能性がある。
そこで，関連するナッジをつなげるナッジ連結技術と，
利用者のタイプに応じてナッジの内容を変更するナッジ
のパーソナライズ技術を開発し，効果の拡大をねらった。
このナッジ応用技術を活用したスマートフォンで利用で
きるWebアプリのプロトタイプを開発し，2021年および
2022年に福岡で「安心快適なおでかけサポート実証実験」
を実施した（図2参照）。
Webアプリでは，移動のルートを検索する際に，移動
手段の混雑状況の提示や，混雑していない代替ルートの

提案，出発時間変更や商業施設への立ち寄りにより，混
雑を避けた時間帯の移動を促す提案を行う。利用者は提
示された情報を見ながら，自分の意図に合った移動ルー
トを選択するものとなっている。これにより，混雑が気
になる利用者は自然と混雑を避けた行動を取るようにな
り，結果として全体の混雑の平準化につながる。
効果を最大化していくためには，街の特徴や人々の特
性・価値観を把握し，利用者の意図に合わせたレコメン
デーションを出していく必要がある。そこで，沿線生活
者の分析を行うことでタイプ分類を行うとともに，Web
アプリ利用開始時のアンケートを通じてどのタイプであ
るかを判定し，利用者の意図と合致するように提案内容
を切り替えていくこととした。
実証実験を通して，ピーク時における混雑緩和効果と，
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図1｜�人々の安心・快適な移動と街の 
活性化に向けためざすべき姿

移動需要の分散により混雑を平準化するとともに， 
ストレスなく出かけられる移動目的の創出により移動
総量を増加する。

移動前

バスが遅延してる ！
影響はあるかな ？

15分遅れ

ルートを変えたら，
空いてるバスに乗れるかな ？
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図2｜�「安心快適なおでかけサポート 
実証実験」におけるサービスイメージ

移動前に混雑状況や運行状況を確認し，ルート変
更や寄り道を選択することで，自然と混雑を避けて動
き回ることができる。
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商業施設の訪問や立ち寄りによる需要喚起の効果を確認
した。安心・快適な移動を実現しつつ，交通や商業サー
ビスの活性化に対する貢献が期待できる。

4.	おわりに

COVID-19などをきっかけとして人々の働き方や生活
スタイルが変わり続ける中で，大都市への一極集中型か
ら地方分散型への移行も進んでいる。企業はこれから一
層，地域との共生を志向し，地域の人々と共に歩む将来
へ向かうと予測される。日立は顧客と地域のサステナブ
ルな未来を支えるデジタルサービスの提供を通じて，
人々のウェルビーイングや，プラネタリーバウンダリー
を越えない社会の実現にも寄与していく。
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